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ベネズエラ経済（２０１２年３月）

１．経済概要

（１）政府の各種政策・統計

●７日、ハウア副大統領は公正コスト価格法の対象品目の価格表示期限を５月 1 日までに緩

和する旨発表した。

●８日、ラミーレス石油鉱業大臣は、２０１２年３月８日時点における住宅ミッションによ

る住宅建設戸数が２万３，１７６戸になった旨発表した。

●１４日付け官報において中国等から輸入される保健・医療分野における輸入品に課される

関税及び付加価値税（ＩＶＡ）を５年間免除する旨発表された。

●１４日付け官報において，日用品や衛生用品の製造を目的としたＬＩＭＰＩＨＯＧＡＲ社

が，ＡＲＡＧＵＡ州ＭＡＲＡＣＡＹに設置される旨発表された。

●１９日，国家統計庁（ＩＮＥ）は２月の基礎食糧バスケット価格が，前年同期比２２．５％

増となる１，７７２．０１ボリバルになったと発表した。

●食糧省の２０１１年の年次報告によると，ＣＡＳＡによる２０１０年の食糧買い上げ量は，

２０１０年比８．７%増となる４００万４，８６７万トンであった。

●フレミング観光大臣によると、２０１１年の当国への訪問者数は、２０１０年の５１万８，

７１１人と比し１２．２％増となる５８万１，９１０人であった。

●２５日、チャベス大統領は２０１２年農業生産目標を、２０１１年比２０％増となる２，

８８０万トンを目標とする旨発言した。

●２７日、チャベス大統領は大統領授権法を通じ、公務員向け未払い給与支払いのため、２

０１２年中に１７億ドルの基金を設立する旨承認した。

●２０１１年に政府は中国のハイアール社製家電製品を１万２，９０１個を購入した。

（２）政府予算・財政

●企画・財務省及びベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）の２０１１年の債務額は、２０１０年

の９６６億ドルに比し１８％増となる１，１４０億ドルとなった。

●企画・財務省によると，２０１２年１月・２月の補正予算額は，前年同期比１９％増（イン

フレ考慮済み）となる５２７億ボリバル（約１２２．５億ドル）となった。

●ＦＯＮＤＥＮは２０１１年１月～６月に３０省庁の合計４０１事業に対し総額７５７億１

５５５万ドルの予算を組み，総額６５２億４，９７６万ドルの支出を行った。

●徴税監督庁（ＳＥＮＩＡＴ）によると、２０１２年１月・２月における政府の税収は、昨年

同期比３１％増となる２３６億ボリバルとなった。

●チャベス大統領が大統領授権法により借款法を改正し，政府は国会及びベネズエラ中央銀

行（ＢＣＶ）の承認を得なくても，閣議における大統領の承認を得れば，前会計年度にて定

めた借款上限額を超える借款が可能となった。

（３）エネルギー産業

●米エネルギー情報局によると，２０１１年の米国向け原油輸出量は，１９９２年に記録した

日量８２万５，０００バレル以降もっとも少ない，日量８６万８，０００バレルに留まった。

●電力省が発表した２０１１年の総括によると，電力公社の２０１１年負債総額は，２０１

０年の２１９億ボリバル（約５０．９億ドル）から４７．９％増となる，３２４億ボリバル
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（約７５．３億ドル）となった。

●４日、デルピノＰＤＶＳＡ副総裁はオリノコ・ベルト地帯フニン第１０鉱区の早期生産を、

同地帯の新たな事業の中で最も早い、今年６月に開始する旨明らかにした。

●ロイター通信は、ＰＤＶＳＡは日本及び韓国の企業と共同で、ペトロベトナムが保有する

ＤＵＮＧ ＱＵＡＴ製油所の４９％株式を取得する計画がある旨明らかにした。

●ＯＰＥＣの月次報告書によると，当国の２０１２年１月・２月の原油生産量は，前年同期

比日量１万４，０００バレル減となる日量２３８万４，０００バレルであった。

●ナバロ電力大臣は２０１１年の当国の電力需要はピーク時で１万７，１００メガワット（Ｍ

Ｗ），２０１２年はピーク時で２０１１年比２．３％増となる，１万７，５００ＭＷを予想

していると述べた。

●ＰＤＶＳＡの２０１１年の暫定版営業報告によると、ＰＤＶＳＡの売上高は２０１０年の

９４９億ドルと比し約３５％増となる１，２７８億ドル、純利益は２０１０年の３２億ドル

と比し約５４％増となる４９億ドルとなった。

●２１日、カナダのＳＮＣ－ＬＡＶＡＬＩＮ社は、当国西部の海上ガス田であるＤＥＬＴＡ Ｃ

ＡＲＩＢＥ ＯＲＩＥＮＴＡＬ事業におけるエンジニアリング作業、設備建設等の請負契約を

ＰＤＶＳＡと締結した旨発表した。

●コロンビアのカルデナス・エネルギー鉱業大臣はラミーレス石油工業大臣とコロンビアのカ

ルタヘナで会談を実施しＥＣＯＰＥＴＲＯＬとＰＤＶＳＡが、ベネズエラ４つの老朽化油田の

再活性化事業を共同で実施すると発表した。

（４）その他産業

●２０１１年のマンション販売戸数は２０１０年比５％増となる８，３４６戸、カラカス首都

区における平均単価は２０１０年の６，６３７ボリバルに比し１１％増となる平米あたり７，

４６８ボリバル（約１，７３６ドル）であった。

●ベネズエラ自動車商工会議所によると、２０１２年１月・２月期の自動車生産台数は、昨年

同期比１３．４６％増となる、１万６，６９４台となった。

●２０１１年の建設用の鉄鋼及びセメントの販売量は，セメントが２０１０年比で７％増と

なる７５０万トン，鉄鋼販売量は２０１０年比１５％増となる６２万２，０００トンであっ

た。

●金開発公社であるＣＶＧ ＭＩＮＥＲＶＥＮは，２０１１年の金生産高が，生産目標の１，

８００キログラム（Ｋｇ）の７５％である１，３４１Ｋｇに留まったと発表した。

●住宅省の２０１１年の年次報告によると、２０１１年の海外企業による住宅建設戸数は目

標値である８，９９６戸の５６％にあたる５，０５０戸に留まった。

●ＳＩＤＯＲの２０１１年財務報告によると、同社は２０１０年が５，７００万ボリバル（約

１，３３０万ドル）の黒字を計上した一方、２０１１年は、１５億３，９００万ボリバル（３

億５，８００万ドル）の赤字となった。

（５）外貨発給状況

●年初から３月２３日までに企業がＳＩＴＭＥを通じて取得した外貨は輸入業者向けの増額

を反映し前年同期比４０％増となる２１億ドルとなった。他方，ＣＡＤＩＶＩは２０１２年

１月１日から２月２９日までの外貨承認額が，４３億７，８１１万ドルであった。
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●民間調査会社ＥＣＯＡＮＡＬＩＴＩＣＡのアナリストによると、ベネズエラ中央銀行（ＢＣ

Ｖ）が運営するＣＡＤＩＶＩに次ぐ外貨供給機能である外貨建て債権取引システム（ＳＩＴＭ

Ｅ）は継続が長期的には困難を伴うとの見方を示した。

２．経済の主な動き

（１） 政府の各種政策・統計

（ア）公正コスト価格法の適用緩和

７日、ハウア副大統領は公正コスト価格法の適用対象となる１９品目のうち複数の品目にお

いて価格表示の変更が困難であることを理由に、対象品目の価格表示期限を５月 1 日までに緩

和する旨発表した。

公正コスト価格法では衛生用品・日用品などの１９品目に関し、小売店及び生産事業者は４

月１日より４％～２５％の価格低減を義務付けている。

（８日付 エル・ウニベルサル紙）

（イ）２０１２年３月８日時点における住宅建設戸数

８日、ラミーレス石油鉱業大臣は、２０１２年３月８日時点における今年の住宅ミッション

（ＧＲＡＮ ＭＩＳＩＯＮ ＶＩＶＩＥＮＤＡ ＶＥＮＥＺＵＥＬＡ）による住宅建設戸数が

２万３，１７６戸になった旨発表した。なお同大臣によれば、今年の建設目標戸数は２０万戸

である。

（９日付 エル・ウニベルサル紙）

（ウ）輸入品に対する減税措置の実施

１４日付け官報において中国，コロンビア，ポルトガル，トルコ及びドイツから輸入される

保健・医療分野における輸入品（外科用医療品，病院建設のための車両など）に課される関税

及び付加価値税（ＩＶＡ）を５年間免除する旨発表された。

また，牛肉，牛乳，穀類，綿花，野菜といった消費量が多い農産品に対する関税が３月４日

から１年間関税が免除される旨発表された。

（１５日付 エル・ウニベルサル紙）

（エ）政府による日用品製造会社の設立

１４日付け官報において，日用品や衛生用品の製造を目的としたＬＩＭＰＩＨＯＧＡＲ社が，

ＡＲＡＧＵＡ州ＭＡＲＡＣＡＹに設置される旨発表された。

昨年１１月より施行された公正コスト価格法により，１９品目の衛生用品・日用品の価格が

凍結されているが，同政策に併せた動きである。

（１５日付 エル・ウニベルサル紙）

（オ）２月の基礎食糧バスケット価格

１９日，国家統計庁（ＩＮＥ）は２月の基礎食糧バスケット価格が，前年同期比２２．５％

増となる１，７７２．０１ボリバルになったと発表した。現在の最低賃金は１，５４８ボリバ

ルであることから，最低賃金では基礎食糧バスケットのうち８７．４％しか満たせない計算と

なる。

なお，基礎食糧バスケット価格が最も高かったのはカラカスで，平均値から２６４．９７ボ

リバル高く，前年同期比３７％増となる２，０３６．９８ボリバルであった。他方同価格が最

も低かったのはメリダ州で，１，２２６．７９ボリバルであった。

（２０日付 エル・ウニベルサル紙）

（カ）農業供給サービス公社（ＣＡＳＡ）による２０１０年の食糧買い上げ量
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食糧省の２０１１年の年次報告によると，ＣＡＳＡによる２０１０年の食糧買い上げ量は，

２０１０年比８．７%増となる４００万４，８６７万トンであった。内訳は，８７％にあたる３

４８万４，６３７トンが政府系及び民間系の小売店に卸され，残りの５２万５００トンは戦略

備蓄向けであった。なお，小売店に卸された３４８万４，６３７トンのうち６１．０７％にあ

たる２１２万８，０８５トンはＣＡＳＡにより輸入された食糧で，１３．２％にあたる４６万

１，３２３トンはペトロカリブを通じた石油輸出とのバーター取引であった。ＣＡＳＡによる

食糧買い上げ量は年々増加傾向にあり，２００７年の１４０万８，４９１トンに比し，２０１

１年の買い上げ量は１８４％増となっている。なお，民間向けに食糧省が認可した輸入ライセ

ンスは２，３３１件，輸入量は３４９万２９０トンであった。

他方，ＣＡＳＡへの２０１１年の割当予算は２０１０年比で１３０％増となる１９０．７億

ボリバル（約４４．３５億ドル）であった。また，２００７年の３２．９億ボリバル（約７．

６５億ドル）と比べると４７８．４７％増となり，買い上げ食糧の増加を予算の増加割合が大

きく上回っている。

（２１日付 エル・ナシオナル紙）

（キ）２０１１年の旅行者数

フレミング観光大臣によると、２０１１年の当国への訪問者数は、２０１０年の５１万８，

７１１人と比し１２．２％増となる５８万１，９１０人、ベネズエラ人の海外への出国者数は

２０１０年の１４０万人から１６．４％増となる１７０万人であった。また同大臣は、２０１

２年の当国への訪問者数の目標を１００万人にすると述べた。

観光産業のＧＤＰ成長率は、２０１０年は４％であったが、２０１１年は４．７％を記録し

ており、２０１１年の観光による税収は２０１０年の９億８，５００万ボリバル（約２億２，

９００万ドル）と比し２４．３％増となる１２億２，５００万ボリバル（役２億８，５００万

ドル）であった。

（２１日付 エル・ウニベルサル紙）

（ク）２０１２年の農業生産目標

２５日、チャベス大統領は２０１２年の農業生産目標を、２０１１年比２０％増となる２，

８８０万トンとする旨発言した。また、そのために３，０００万ヘクタールの農地面積が必要

であると述べた。

他方、農業省によると２０１１年の農業生産高は、１，８８０万トンで近年生産高が高かっ

た２００８年の２，１２０万トンと比し１１．３２％減となっている。

（２６日付 エル・ウニベルサル紙）

（ケ）公務員向け未払い給与支払いのための仕組み

２７日、チャベス大統領は大統領授権法を通じ、公務員向け未払い給与支払いのため、２０

１２年中に１７億ドルの基金を設立する旨承認した。これは、昨年１１月にバルガス州で行わ

れた労働者集会において発表された今年５月１日に公布予定の新労働法に併せ発表された公務

員向けの未払い給与支払い実施の具体案となる。

１７億ドルの財源は；

①２０１２年に１億１，６００万ドル、２０３６年には５６億ドルに達するとされる、ベネズ

エラ石油会社（ＣＶＰ）が保有する石油生産事業の株式のうちの４％分の配当
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②２０１２年に１４億ドル、２０３６年には２４５億ドルに達するとされる、ＣＶＰと共同で

石油生産事業を運営する主に外資系石油会社が納税する石油採掘税のうちの３．３３％

③２０１２年に２億１，０００万ドル、２０３６年には７３億ドルに達するとされる人民基金

が発行する債券の売却収入

の主に３つ。

未払い給与の支払いは、新たにＰＤＶＳＡ子会社として設立されるＰＤＶＳＡ ＳＯＣＩＡ

Ｌが発行するＰＥＴＲＯ ＯＲＩＮＯＣＯと呼ばれる債権と不動産債権の配当によりなされる

が、チャベス大統領及びラミーレス石油鉱業大臣によると、同債権は保有後２年目以降、中央

銀行法の改正により設置されるボリバル有価証券取引所にて売買が可能となる。

なお、基金の発足は新労働法が施行される５月１日になる見込み。

（２８日付 エル・ナシオナル紙）

（コ）白物家電設置ミッション（ＭＩ ＣＡＳＡ ＢＩＥＮ ＥＱＵＩＰＱＡＤＡ）に関する

２０１１年事業報告

商業省の２０１１年年次報告によると、ＭＩ ＣＡＳＡ ＢＩＥＮ ＥＱＵＩＰＡＤＡ事業

の２０１１年の事業費は１８７億ボリバル（約４３億４，８００万ドル）で、中国のハイアー

ル社製家電製品を１万２，９０１個購入した。そのうち、６８％にあたる８，８０６個が政府

による住宅ミッションであるＧＲＡＮ ＭＩＳＳＩＯＮ ＶＩＶＩＥＮＤＡ向け、３２％にあ

たる４，０９５個が販売向けに供給されたが、住宅ミッション向けに供給された家電製品は無

償で供給された。また、同事業のために、昨年３６７回のイベントを開催し、延べ約１００万

人を超える参加者があったとされる。

他方、アルゼンチン、ロシア及びイランとの協定により、１１億１，８００万ボリバル（約

２億６，０００万ドル）を投じ輸入された１，７９９台の自動車が、教育関係者、公務員、軍

人、医療関係者、身体障害者等に販売された。

（２９日付 エル・ナシオナル紙）

（２） 政府予算・財政

（ア）２０１１年の政府及びベネズエラ石油公社債務額

企画・財務省及びベネズエラ石油公社（ＰＤＶＳＡ）が発表した数値に基づく２０１１年の

債務額は、２０１０年の９６６億ドルに比し１８％増となる、１，１４０億ドルとなった。な

お、この額には、中国、ロシア及びブラジルからの債務額は含まれておらず、右を含めると債

務額は更に増加する。

内訳は、政府対内債務額が３５８億ドル、同対外債務額が４３４億ドル、ＰＤＶＳＡ債務額

は３４８億ドル。

他方、２０１２年及び２０１３年に政府が償還を迫られる債務総額は約１２２億ドルで、内

訳は２０１２年は約６２億ドル（うち対外債務が６億８，６００万ドル、対内債務が５５億ド

ル）、２０１３年は約６０億ドル（うち対外債務が２１億ドル、対内債務が３８億ドル）。右

債務額の大半は２００９年及び２０１０年に発行した国債に起因している。

（１日及び２日付 エル・ウニベルサル紙）

（イ）２０１２年１月・２月の補正予算額
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企画・財務省によると，２０１２年１月・２月の補正予算額は，前年同期比１９％増（イン

フレ考慮済み）となる５２７億ボリバル（約１２２．５億ドル）となった。なお，この額は２

０１２年当初予算額である，３，０２３億ボリバル（約７０３億ドル）の１７．５％に相当す

る。また，５２７億ボリバルのうち，２１％は公的部門の人件費に充てられた。

例年政府は，第一四半期は支出を抑制する傾向にあるが，今年は支出を拡大する傾向にある。

（１３日付 エル・ウニベルサル紙）

（ウ）ムーディーズによるベネズエラ国債格付けの維持

格付け会社のムーディーズは，外貨建てベネズエラ国債の格付けを極めて投機的であるとす

るＢ２に据え置いた。また，ボリバル建てベネズエラ国債の格付けはＢ１とした。

他方，ムーディーズは，政府支出の増加による政府の財務状況が悪化した場合や，原油価格

が急落した場合には，格付けの引き下げがあり得る旨示唆した。

（１４日付 エル・ウニベルサル紙）

（エ）国家開発基金（ＦＯＮＤＥＮ）の事業報告（２０１１年１月～６月）の発表

ＦＯＮＤＥＮは２０１１年１月～６月における事業報告を発表した。発表によると，ＦＯＮ

ＤＥＮは３０省庁の合計４０１事業に対し総額７５７億１，５５５万ドルの予算を組み，総額

６５２億４，９７６万ドルの支出を行った。

支出実績が多いのは，多い順に；

エネルギー石油省（２０３億１，８０６万ドル，４０事業），

企画・財務省  （１１２億８，２９９万ドル，２７事業）

運輸・通信省  （ ９１億９，１５９万ドル，４３事業）

国防省     （ ５５億５，２９５万ドル，３５事業）

電力省     （ ５１億８，８６６万ドル，３２事業）

住宅省     （ ３９億１，６５７万ドル，２１事業）

基礎産業・鉱業省（ ３７億    ５３１万ドル，２９事業）

食糧・農業省  （ ３０億３，８２８万ドル，６２事業）

であった。

（２０日付 エル・ナシオナル紙）

（オ）２０１２年１月・２月における税収

徴税監督庁（ＳＥＮＩＡＴ）によると、２０１２年１月・２月における政府の税収は、昨年

同期比３１％増となる２３６億ボリバルとなった。主な種目は付加価値税（ＩＶＡ）が１５３

億ボリバル、法人税収入は４１億ボリバル。

（２４日付 エル・ウニベルサル紙）

（カ）長雨被災者支援基金（ＦＯＮＤＯ ＳＩＭＯＮ ＢＯＬＩＶＡＬ）の公社化

官報によると、２０１０年の長雨被災者を支援するために設置された基金であるＦＯＮＤＯ

ＳＩＭＯＮ ＢＯＬＩＶＡＬは、政府による住宅建設事業のための資金管理を担う公社へと組

織形態が変更された。変更により事業発注、債務保証、銀行からの融資取り付け、社債発行が

可能となる。なお、法人税が免除されると共に政府予算の割り当てを受ける見通し。

専門家は、１バレル１１０ドルを超える油価にも関わらず、政府が新たに借金が可能となる

仕組みを作ったことに懸念を示している。

（２９日付 エル・ナシオナル紙、エル・ウニベルサル紙）

（キ）借款法の改正
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チャベス大統領は，大統領授権法により借款法を改正し，政府は国会及びＢＣＶの承認を得

なくても，閣議における大統領の承認を得れば，前会計年度にて定めた借款上限額を超える借

款が可能となった。

従来，前会計年度にて定めた借款上限額を超えて政府が借款を行う場合には，２００９年の

世界的な金融危機や２０１１年の大雨災害など，財政収入の急減や災害対応を目的とした借款

のみを想定し，かつ，国会の事前の承認が必要であった。

経済学者は，ベネズエラ石油バスケット価格の平均が１バレル１００ドルを超える現状で借

款上限額が引き上げられることを危惧するとともに，１０月７日の大統領選挙を残り半年後に

控え，政治的な意味合いが強い旨を指摘した。

（３０日付 エル・ウニベルサル紙，エル・ナシオナル紙）

（３） エネルギー産業

（ア）２０１１年の米国向け石油輸出

米エネルギー情報局によると，２０１１年の米国向け原油輸出量は，１９９２年に記録した

日量８２万５，０００バレル以降もっとも少ない，日量８６万８，０００バレルに留まった。

また，１９９２年と２０１１年のベネズエラ産原油が米国の原油輸入量に占める割合を比較す

ると，１９９２年は全体の４５％を占めていたが，２０１１年は３５％に減少した。

ここ数年で比較しても，２０１１年の米国向け原油輸出量は，２００７年の日量１１４万バ

レル，２００８年の日量１０３万バレル，２００９年の日量９５万１，０００バレル，２０１

０年の日量９１万２，０００バレルと年々減少している。

また，石油製品の米国向け輸出に関しても，１９９７年は日量３７万８，０００バレルを輸

出していたが，２０１１年は日量７万６，０００バレルに留まった。

他方，中国向け石油輸出量（原油・石油製品を含む。割合は不明）は現在日量４６万バレル

を輸出しており，ＰＤＶＳＡは，２０１３年に日量５０万バレルの輸出を目指している。

（２日付 エル・ウニベルサル紙，EIA ホームページ）

（イ）電力公社（ＣＯＲＰＯＥＬＥＣ）の負債増加

電力省が発表した２０１１年の総括によると，電力公社の２０１１年負債総額は，２０１０

年の２１９億ボリバル（約５０．９億ドル）から４７．９％増となる，３２４億ボリバル（約

７５．３億ドル）となった。

同報告書では、発電量及びメンテナンス目標のいずれも請け負い業者に対する負債の増加に

より達成できなかったと報告するとともに、資材不足、電線の落下による火災の発生の増加が

原因であるとしている。

他方で経済学者は、電力及びガスセクターにおける、消費者への料金転嫁の遅れにより、同

分野に対し４０億ドルの補助金が支出されていると予測した。また、ガソリンを考慮すると、

１９０億ドルの補助金が支出されていると予測した。

なお、電力料金は２００２年以降値上げされていない。

（２日付 エル・ナシオナル紙）
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（ウ）オリノコ・ベルト地帯フニン第１０鉱区における生産開始

４日、デルピノＰＤＶＳＡ副総裁はＰＤＶＳＡが単独で開発を進め、超重質油の確認埋蔵量

が１０５億バレル存在するとされるオリノコ・ベルト地帯フニン第１０鉱区の早期生産を、同

地帯の新たな事業の中で最も早い、今年６月に開始する旨明らかにした。

フニン第１０鉱区は２０１０年１月２１日に、パートナーとして提携していた仏ＴＯＴＡＬ

及びノルウェーのＳＴＡＴＯＩＬとの提携を、提案内容が条件を満たさないとして終了してい

た。

フニン第１０鉱区に続いて早期生産が予定されるのは、ＰＤＶＳＡが６０％、ペトロベトナ

ムが４０％出資するフニン第２鉱区。同鉱区は超重質油の確認埋蔵量を７５億バレル有し、超

重質油をＡＰＩ値８度から同３２度まで改質し、同改質原油を日量２０万バレル生産する能力

を持つアップ・グレーダー設備の建設計画を有する。また、２０１６年には右改質原油をベト

ナムのＤＵＮＧ ＱＵＡＴ向けに日量１０万バレルを供給することを目指している。

デルピノ副総裁は、オリノコ・ベルト地帯における新たに事業会社を設立した６つの鉱区（う

ち５つが合弁会社）において日糧１６万５，０００バレルの生産が見込まれるとし、各事業会

社は平均で日量２万から３万バレルを生産する見込みであるとした。

輸送には既存パイプラインと大型タンクローリー（１台あたり４００バレル）を用いると述

べ、既に昨年９月に３０台のタンクローリーを輸入済みであり、最終的には９０台を輸入する

と述べた。

現在政府が発表するオリノコ・ベルト地帯における原油生産量は、日量１１８万バレルで、

政府は新たな事業の開始により、日量４５万５，０００バレル増の日量１６３万バレルとする

計画。

（５日付 エル・ウニベルサル紙）

（エ）香港証券取引所におけるＰＤＶＳＡ社債取引

７日、ラミーレス石油鉱業大臣は、２週間前に中国のＣＩＴＩＣグループとＰＤＶＳＡ関連

証券の香港証券取引所への上場を検討する旨合意した件に関連し、ＰＤＶＳＡ株式の売却は否

定したが、同社の社債を上場する可能性を示唆した。

（８日付 エル・ウニベルサル紙）

（オ）ベネズエラ・コロンビア横断石油パイプライン計画

ベネズエラと中国とのエネルギー協力事業が広がりを見せる中、ベネズエラとコロンビアを

横断し、太平洋へと繋がる石油パイプラインの建設計画が再び議題となっている。

ベネズエラのオリノコ・ベルト地帯フニン地域からコロンビアの太平洋側都市であるＴＵＭ

ＡＣＯをつなぐ石油パイプラインの建設計画は２００６年の二国間協議において議論されてお

り、総延長が２，１３２Ｋｍ（ベネズエラ側７６７Ｋｍ、コロンビア側１，３６５Ｋｍ）、総

工費は６７億３，０００万ドルと見込まれている。

送油量は日量８８万バレルで、超重質油をＡＰＩ度１６度まで改質した改質原油が通油され

る予定で、通油される原油はフニンやカラボボ地域における、ＰＤＶＳＡと、中国のＣＮＰＣ

ないしＳＩＮＯＰＥＣやペトロベトナムとの合弁企業により生産される原油が通油する見込み

である。なお建設費用に関し、ＰＤＶＳＡは中国より支援を受ける可能性が高い。

（９日付 エル・ウニベルサル紙）

（カ）ＰＤＶＳＡによるベトナムのＤＵＮＧ ＱＵＡＴ製油所への出資

ロイター通信によると、ＰＤＶＳＡは日本及び韓国の企業と共同で、ベトナム国営石油会社

であるペトロベトナムが保有するＤＵＮＧ ＱＵＡＴ製油所の４９％株式を取得する計画があ



9

る旨明らかにした。

ＰＤＶＳＡは昨年発表した計画の中で２０１１年から２０１９年中にＤＵＮＧ ＱＵＡＴ製

油所の２４％の株式に関し、１６億８，７００万ドルで取得する計画を発表していた。

なおペトロベトナムは、ベトナムの国内需要の３３％を満たす同国唯一の製油所であるＤＵ

ＮＧ ＱＵＡＴ製油所の精製能力を、工期５年、工費１５億ドル～２０億ドルをかけて、現在

の日量１３万バレルから同２０万バレルに拡張する計画を有している。

（１０日付 エル・ウニベルサル紙）

（キ）ＯＰＥＣ市場報告(３月)の当国に関する言及

ＯＰＥＣの月次報告書によると，当国の２０１２年１月・２月の原油生産量は，前年同期比

日量１万４，０００バレル減となる日量２３８万４，０００バレルであったが，これはラミー

レス石油鉱業大臣が述べた同日量３万３，０００バレル増の日量３０４万４，９００バレルと

は違いが見られた。

他方，同期間における掘削井の数についてもＯＰＥＣ報告書では前年同期比７．５％増とな

る１２８本であるとしているが，ラミーレス大臣は２７０本の掘削性が現在当国において操業

していると述べるなど，発表内容が異なっている。

他方，同報告書はＯＰＥＣ加盟国ではないものの，ブラジルとコロンビアが生産量を増加さ

せているとし，２０１２年中にコロンビアは日量１０万バレル，ブラジルは日量１６万バレル

の生産量増が見込まれるとした。特にブラジルはＯＰＥＣ非加盟国では最も生産量増が期待で

きるとし，２０１２年の原油生産量は日量２８０万バレルに達すると予測した。なお，コロン

ビアにおいて生産量が増加しているＲＵＢＩＡＬＥＳ及びＣＡＳＴＩＬＬＡ鉱区で操業するＰ

ＡＣＩＦＩＣ ＲＵＢＩＡＬＥＳ社は元ＰＤＶＳＡの経営陣や技術者により運営されている旨，

報告書は言及している。

（１０日付 エル・ナシオナル紙）

（ク）２０１２年の当国の電力需要

２０１１年の当国の電力需要はピーク時で１万７，１００メガワット（ＭＷ）であったが，

ナバロ電力大臣は２０１２年の当国電力需要をピーク時で２０１１年比２．３％増となる，１

万７，５００ＭＷを予想していると述べた。

２０１２年は約５％のＧＤＰ成長が見込まれる他，住宅ミッションにより今年中に２０万戸

の住宅建設計画があることが主な要因。他方，ナバロ大臣は節電等の電力の効率的な利用が需

要増を押さえる鍵となると述べ，節電の重要性を訴えた。また同大臣は，今年の発電能力の増

加に関し，３，０００ＭＷの増加を見込んでいると述べた。

他方で専門家は，昨年ピークを記録した際，鉄鋼・アルミ等の高電力産業で１，１００ＭＷ

分の節電を実施しており，右節電が実施されなければ電力需要は１万８，２００ＭＷに達する

と予想している。また，近年最大の電力需要を記録した２００９年と比べ，当国の住居数は１

００万戸増加しているとし，節電を実施しなければ電力需要は１万９，０００ＭＷに達すると

予測している。

（１１日付 エル・ウニベルサル紙）

（ケ）米国及び英国による戦略備蓄原油放出報道に対するラミーレス石油鉱業大臣の発言

２０日、ラミーレス石油鉱業大臣は、ロイター通信により報じられた米国及び英国による戦

略備蓄原油放出の報道に関し、ＯＰＥＣは右に関する臨時総会は行わない旨述べると共に、同

措置は１１月に実施予定の米大統領選挙を見据えたオバマ米大統領の選挙活動であり、原油価

格の上昇による米国経済への影響緩和に対し一時的な効果があるに過ぎないとの見解を述べた。
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なおロイター通信は、米・英両国は時期及び量は明確ではないものの、経済成長を阻害する原

油価格の高騰緩和を目的として、戦略備蓄原油放出に関し協議した旨報じた。

（２１日付 エル・ウニベルサル紙）

（コ）ＰＤＶＳＡとカナダ企業によるガス事業請負契約の締結

２１日、カナダのＳＮＣ－ＬＡＶＡＬＩＮ社は、当国西部の海上ガス田であるＤＥＬＴＡ Ｃ

ＡＲＩＢＥ ＯＲＩＥＮＴＡＬ事業におけるエンジニアリング作業、設備建設等の請負契約を

ＰＤＶＳＡと締結した旨発表した。契約金額は１億３，３００万ドルで、同契約にはＧＵＩＲ

ＩＡ地域におけるインフラの管理及び維持に関するベネズエラ人向けの訓練プログラムの開発

に関する提案が含まれている。ＳＮＣ－ＬＡＶＡＬＩＮ社は１９１１年の創業でエンジニアリ

ング業界では世界で１０指に数えられる企業だが、アフリカを中心とした独裁政権と長年に渡

り良好な関係を維持しており、最近ではリビアのカダフィー政権の崩壊により問題を抱えてい

る。

（２２日付 エル・ウニベルサル紙）

（サ）ＰＤＶＳＡの２０１１年営業報告（暫定版）

（ⅰ）ＰＤＶＳＡの２０１１年の暫定版営業報告によると、ＰＤＶＳＡの売上高はベネズエ

ラ原油バスケット価格が１バレル平均１０１ドルと高価格であったことを背景に、２０１０年

の９４９億ドルと比し約３５％増となる１，２７８億ドル、純利益は２０１０年の３２億ドル

と比し約５４％増となる４９億ドルとなった。

支出は、特にＦＯＮＤＥＮへの支出金といった社会貢献費用が２０１０年の１９２億ドルと

比し約４１％増となる２７０億ドルとなった。特に、住宅ミッション向けに４７億ドル、ＦＯ

ＮＤＥＮ向けは２０１０年の１３億ドルと比し約１０００％増となる１４７億ドルが支出され

た。他方、探鉱、生産及び精製事業といった本業への投資額は、２０１０年の１０６億ドルと

比し８０％増となったが、社会貢献費を下回る１５１億ドルの支出に留まった。また本業の投

資においては、探鉱及び生産部門に対しては２０１０年の投資額より８５％増となる８９億ド

ルが投資されたものの、精製事業向けの投資額は２０１０年より１９％減となる１３億ドルに

留まった。なお、製油所の稼働率は８７％で、精製量は日量１１０万バレル。なお、２００５

年の精製量は日量１３０万バレル、当時の計画では２０１２年に日量１７０万バレルの精製量

を目標としていたが未達成の状況。

資産額は、２０１０年の１，５１７億ドルと比し約１５％増となる１，７１１億ドルとなっ

た。特に、原油価格の高騰並びに電力公社（ＣＯＲＰＯＥＬＥＣ）、石油化学公社（ＰＥＱＵ

ＩＶＥＮ）、グゥアヤナ開発公社（ＣＶＧ）向けの燃料及びガス販売やペトロカリブ及び二国

間協定等による売掛金額は、２０１０年の２００億ドルと比し４４％増となる２８９億ドルと

なったが、サプライヤーに対する負債額は２０１０年の１０９億ドルと比し１９％増となる１

２９億ドルとなった。なお、ラテンアメリカ・カリブ向けの原油輸出量は日量６２万バレルで

あった。

また原油生産量は、２０１０年と同程度の日量２９０万バレル、原油及び石油製品の輸出量

は日量２４０万バレル、石油精製量は日量１１０万バレルであった。

（ⅱ）ＰＤＶＳＡの２０１１年雇用者数は、２０１０年比約２，０００人増となる９万８，７
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８７人となった。また、雇用者数の増加に伴う人件費増加により、操業費は２０１０年の１１

８億ドルに比し２９％増となる１５３億ドルとなった。

（２１日、２２日、２３日付 エル・ウニベルサル紙、２５日付 エル・ナシオナル紙）

（シ）コロンビアのＥＣＯＰＥＴＲＯＬ及びＰＤＶＳＡの事業協力

コロンビアのカルデナス・エネルギー鉱業大臣はラミーレス石油鉱業大臣とコロンビアのカ

ルタヘナで会談を実施し、コロンビア国営石油公社であるＥＣＯＰＥＴＲＯＬとＰＤＶＳＡが、

ベネズエラのマラカイボ、アプーレ、バリーナスの各州に所在する４つの老朽化油田の再活性

化事業を共同で実施すると発表した。同事業により現在日量４万バレルの生産量が同１０万バ

レルに引き上げられる。

（３０日付 エル・ナシオナル紙）

（４） その他産業

（ア）住宅売買高の減少

不動産会社の Cinpro y Tir 社によると、２０１１年のマンション販売戸数は中古マンション

市場が上向きであったことを反映し、２０１０年比５％増となる８，３４６戸、カラカス首都

区区における平均単価は２０１０年の６，６３７ボリバルに比し１１％増となる平米あたり７，

４６８ボリバル（約１，７３６ドル）であった。

ただし、新築マンション売買が活況を呈した２００６年は２１，９６５戸の売買がなされて

おり、この５年間でマンション売買戸数は６２％減少した。

マンション売買戸数の減少要因として専門家は、供給サイドは建設費用の回収可否や政府に

よる国有化リスクに鑑み建設を控えている点や、需要サイドは市場の先行きが不透明なことか

ら買い控えをしている点を挙げている。

（５日付 エル・ウニベルサル紙）

（イ）２０１２年１月・２月の自動車生産高

ベネズエラ自動車商工会議所によると、２０１２年１月・２月期の自動車生産台数は、昨年

同期比１３．４６％増となる、１万６，６９４台となった。また、２月は昨年同期比２３．７

３％増となる、１万９７４台であった。

自動車各社は、２０１２年は労働問題の解消等により生産台数が増加すると見込んでいるが、

依然として外貨管理委員会（ＣＡＤＩＶＩ）による外貨発給遅延が障害になるとしている。

（６日付 エル・ウニベルサル紙）

（ウ）建設用鉄鋼及びセメント販売量

２０１１年の建設用のセメントの販売量は，セメントが２０１０年比で７％増となる７５０

万トンであったが，これは８００万トンの販売を記録した２００８年比では５．２％減となっ

た。

要因は，セメント販売価格が政府により統制されていることに加え，８年間に渡り固定され

ていた販売価格が２０１１年は更に２０％値引きされたことにより，生産企業の財務状況が圧

迫され必要な投資ができないことにあるとされる。

（参考：２００７年～２０１１年のセメント販売量：０７年７３０万トン，０８年８００万

トン，０９年７９０万トン，１０年７１０万トン，１１年７５０万トン）

同様の状況は鉄鋼にも見られる。２０１１年の鉄鋼販売量は２０１０年比１５％増となる６

２万２，０００トンであったが，７６万８，０００トンの販売を記録した２００８年に比し１
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９％減となった。他方で鉄鋼産業は２００９年及び２０１０年に実施された節電による影響も

受けており，国内生産の不足分は海外からの輸入に頼らざるを得えず，２０１１年に販売され

た鉄鋼のうち９％にあたる５万６，０００トンはＰＤＶＳＡにより海外から輸入されたもので

ある。

なお，当国で生産される鉄鋼及びセメントの９０％が政府によりコントロールされている。

（参考：２００７年～２０１１年の鉄鋼販売量：０７年７６万５，０００トン，０８年７６万

８，０００トン，０９年７５万２，０００トン，１０年５４万３，０００トン，１１年６２万

２，０００トン）

（１９日付 エル・ウニベルサル紙）

（エ）２０１１年の金開発公社の生産量

金開発公社であるＣＶＧ ＭＩＮＥＲＶＥＮは，２０１１年の金生産高が，生産目標の１，

８００キログラム（Ｋｇ）の７５％である１，３４１Ｋｇに留まったと発表した。また同社が

有する８，０００Ｋｇの生産能力に対する設備稼働率は２４％に留まった。

同社の生産量は，２００９年が目標の７，０００Ｋｇに対し４，０００Ｋｇ，２０１０年は

目標の４，０００Ｋｇに対し２，０００Ｋｇと年々減少傾向にあるが，要因として資金不足や

労働争議，掘削用パイプ及び機械部品，ディーゼル発電機部品，発破用のダイナマイト，ラン

プといった資材の不足に加え，電力，水，換気設備等の設備面に問題があることが指摘されて

いる。

（２０日付 エル・ウニベルサル紙）

（オ）海外企業による当国における２０１１年の住宅建設戸数

住宅省の２０１１年年次報告によると、２０１１年の海外企業による住宅建設戸数は目標値

である８，９９６戸の５６％にあたる５，０５０戸に留まった。

政府は２００６年から２０１０年の間にイラン、中国、ベラルーシ、ロシア、ブラジル、ス

ペイン、ポルトガル、トルコの８カ国との間で計５万戸の住宅建設に関する協定を締結し、そ

のうちの３割強の住宅は完成したが、残りは建設中である。

他方で政府は２０１１年には、８カ国による住宅建設目標戸数を９万戸に引き上げ、２０１

２年から２０１４年の間に同計画を達成する予定としている。

８カ国のうち中国は最も建設目標戸数が多く、カラカス首都区、ミランダ、アラグア等にお

いて３万３，０００戸の住宅を建設する目標を立てている。その他、ベラルーシ及びイランは

夫々１万７，０００戸、ロシアが１万戸、スペインが３，２００戸、ポルトガルが１万２，５

００戸、トルコが１，４００戸の住宅建設目標を立てている。

（２２日付 エル・ウニベルサル紙）

（カ）ＳＩＤＯＲの２０１１年財務報告

ＳＩＤＯＲ（当国で最大の鉄鋼会社）の２０１１年財務報告によると、同社は２０１０年が

５，７００万ボリバル（約１，３３０万ドル）の黒字を計上した一方、２０１１年は、１５億

３，９００万ボリバル（３億５，８００万ドル）の赤字となった。売上高は６４億３，０００

万ボリバル（約１４億９，５００万ドル）、売上原価が６７億７，０００万ボリバル（約１５

億７，４００万ドル）となった結果、３億２，０００万ボリバル（約７，４００万ドル）の営

業赤字となった。

２０１１年の生産量は、設備非稼働率が６４％から５６％へ減少したことから、前年の１８
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０万トンから２２０万トンへ増加した一方、臨時雇用者数を増加させたことにより、人件費が

２０１０年の１４億５，４００万ボリバルから２１億３，５００万ボリバルへ増加した。また、

設備投資として１６億４，４００万ボリバルを投じた。

（２７日付 エル・ウニベルサル紙）

（５） 外貨発給状況

（ア）外貨建て債権取引システム（ＳＩＴＭＥ）向け及びＣＡＤＩＶＩ外貨割り当ての増加

年初から３月２３日までに企業がＳＩＴＭＥを通じて取得した外貨は輸入業者向けの増額を

反映し前年同期比４０％増となる２１億ドルとなった。

２０１１年の輸入額は２０１０年比１８％増で、２０１１年に次いで原油価格が高騰した２０

０８年と比較しても高い水準を記録しとおり、２０１２年は更なる輸入額の増額が見込まれる。

他方，ＣＡＤＩＶＩは２０１２年１月１日から２月２９日までの外貨承認額が，４３億７，

８１１万ドルであったと発表した。このうち，約７５％にあたる３２億８，０９７万ドルが輸

入向けで，前年同期比１４％減であった。分野別では最も多いのが食料品（１１億３０７万ド

ル），医療・保健（４億８，７４５万ドル）自動車（２億５，７４２万ドル）商業（３億２０

９万ドル）であった。また，農業分野が６４％増、商業が４０％増であった一方、自動車分野

は３９％減、保健・医療分野は３７％減となった。ＣＡＤＩＶＩによる外貨承認額が減少する

一方で、企業はＳＩＴＭＥを通じた外貨取得を増やしている。

（８日，１３日付及び２６日付 エル・ウニベルサル紙）

（イ）民間調査会社ＥＣＯＡＮＡＬＩＴＩＣＡによるＳＩＴＭＥに関する分析

民間調査会社ＥＣＯＡＮＡＬＩＴＩＣＡのアナリストによると、ベネズエラ中央銀行（ＢＣ

Ｖ）が運営するＣＡＤＩＶＩに次ぐ外貨供給機能である外貨建て債権取引システム（ＳＩＴＭ

Ｅ）は、ＳＩＴＭＥの継続が長期的には困難を伴うとの見方を示した。

ＳＩＴＭＥは外貨建てＰＤＶＳＡ社債及び外貨建て国債等の政府ないし政府機関が発行する

債権により運営されているが、現在ＳＩＴＭＥを通じ売却可能な債権の残高は８億９，０００

万ドル程度に留まり、新たな債券の発行がなければ４月末ないし５月初めには売却可能な債権

が底をつくと共に、今後数週間以内にＰＤＶＳＡ社債の発行等がなされるとの見方を示した。

また、ＳＩＴＭＥの有効性に加え、政府内においても現実的な観点からＳＩＴＭＥの廃止以

前に存在した平行レート市場への回帰に関心が高まっており、チャベス政権が１０月の大統領

選挙で勝利し政権を継続した場合であっても、２０１３年上半期までしかＳＩＴＭＥの制度は

継続しない、他方野党が同選挙に勝利した場合には、固定為替相場が１８ヶ月から２４ヶ月で

徐々に廃止される流れの中で、ＳＩＴＭＥも廃止されるとの見解を示した。

（２３日付 エル・ウニベルサル紙）


